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目的　わが国の周産期医療提供体制は，比較的小規模な多数の分娩施設が分散的に分娩を担うとい
う特徴を有している。総合母子周産期医療センターを中心とし，地域母子周産期医療センター，
主に低リスク分娩を扱う一次分娩施設（一般病院，有床診療所（以下，診療所），助産所）が
連携しあい，地域の周産期医療を担うという体制をとっている。その中でも，周産期医療提供
体制を構築する上では，母子周産期医療センター（以下，周産期センター）が中心となり，24
時間対応できる救急医療体制が求められている。しかし地方都市では，主にローリスク分娩を
担っていた産科診療所の自然減により，周産期センターにハイリスク分娩だけでなく，ローリ
スク分娩も集中している。このことにより周産期センターへの負担が増え，救急搬送先選定困
難事案（以下，選定困難事案）が発生している可能性がある。そこで診療所での分娩割合と選
定困難事案の発生割合には負の相関がある（診療所での分娩割合が多いと，選定困難事案の発
生割合が少ない）という仮説を立て，本研究を行った。

方法　2016年から2020年までの 5 年間に消防庁が実施した「救急搬送における医療機関の受入れ状
況等実態調査の結果」に基づき，一般住民から通報される救急要請における周産期救急搬送の
現状を分析した都道府県レベルのエコロジカル研究を行った。アウトカムを選定困難事案の発
生割合とし，診療所での分娩割合と関連をみるために重回帰分析を行った。調整変数として，
15～49歳の女性人口割合，周産期センター数，MFICUとNICUの病床数を調整した。

結果　重回帰分析の結果，選定困難事案の発生割合と15～49歳の女性人口の割合には有意な正の関
連（回帰係数＝0.63，ｐ＜0.01），診療所での分娩割合には有意な負の関連（回帰係数＝－0.05，
ｐ＝0.02）を認めた。

結論　本研究では，選定困難事案の発生割合と診療所での分娩割合の関連をみた結果，負の関連を
認めた。周産期救急搬送体制の中で，周産期センターが中心的な役割を果たさなければならな
いため，平時から周産期センターが受け入れをしやすい体制を整えていく必要がある。その解
決策として，既存の診療所を利用することも有用かもしれない。

キーワード　周産期救急搬送，救急搬送先選定困難事案，診療所での分娩割合

Ⅰ　緒　　　言

　わが国の周産期医療提供体制は，比較的小規

模な多数の分娩施設が分散的に分娩を担うとい
う特徴を有している1）。施設分娩のうち，病院
および診療所での出生がそれぞれ52.9％，46.4％
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を担い，助産所での出生は0.5％を担っている2）。
総合母子周産期医療センターを中心とし，地域
母子周産期医療センター（以下，総合・地域と
も合わせて，周産期センター），主に低リスク
分娩を扱う一次分娩施設（一般病院，有床診療
所（以下，診療所），助産所）が連携しあい，
地域の周産期医療を担うという体制をとってい
る。しかし，少子高齢化，晩婚・晩産化による
ハイリスク妊婦の増加や周産期医療の高度化，
産科医師の偏在化等の昨今の現状により，国の
方針として，分娩取り扱い病院の重点化，集約
化を進めている1）。一方で，地方都市において
は，後継者不足等の理由で診療所が次々に閉院
し，自然と分娩の集中化が起き，周産期セン
ターへの負荷が増大している可能性がある。
　わが国は医療行政と医療現場の努力により，
周産期死亡率は世界でも最も低い方の水準にあ
る3）。周産期医療提供体制を構築する上で，周
産期センターが中心となり，24時間対応できる
救急医療体制が求められている1）。しかし現状
の日本でも，母子ともに搬送先が見つからず命
を落とした事例も報告されており4），改善の余
地はある。
　日本の救急医療体制では，医療機関における
救急搬送患者の受け入れ状況の改善が課題と
なっており5）-7），一般救急における救急搬送先
選定困難事案（救急搬送患者の受け入れ照会回
数が 4 回以上の事案。以下，選定困難事案）を
アウトカムとした先行研究があり，そこでは関
連要因として，都市部であること，人口当たり
の医療資源の不足が報告されている8）9）。周産
期救急搬送においては，周産期センター受け入
れ拒否の関連要因として，産科医 1 人当たりの
搬送受け入れ回数の多さと母体胎児集中治療室
（MFICU）の不足が挙げられる10）。さらに，
周産期センターへのアンケート調査では，セン
ター病院の 9 割以上が，母体搬送を拒否する理
由として新生児集中治療室（NICU）が満室で
あることを挙げていた11）。
　周産期救急の中心となる周産期センターは，
ハイリスク患者の受け入れに特化するために設
立されたといいう経緯があるが，前述のように

診療所での分娩が減り，周産期センターに低リ
スク分娩が集中している地域もある12）。これに
より，リスクの高い患者のベッドを確保するこ
とが困難になる。周産期センターへの負担が増
え，選定困難事案が発生している可能性がある。
しかし周産期における選定困難事案の発生割合
と診療所の分娩割合との関連を調べた研究はま
だない。そこで，診療所での分娩割合と選定困
難事案の発生割合には負の関連がある（診療所
での分娩割合が多いと，選定困難事案の発生割
合が少ない）という仮説を立て，本研究を行っ
た。

Ⅱ　方　　　法

　本研究は，2016年から2020年までの 5 年間に
消防庁が実施した「救急搬送における医療機関
の受入れ状況等実態調査の結果」13）に基づき，
一般住民から通報される救急要請における周産
期救急搬送の現状を分析した都道府県レベルの
エコロジカル研究である。このデータの「周産
期救急搬送」には，妊娠中の女性（産後の母親
を含む）または生後 1 週間未満の新生児で，負
傷者または病気の人に産科および周産期のケア
が必要な場合が含まれる。 5 年間分を用いた理
由としては，一般救急と比較して周産期救急搬
送数の絶対数が少ないためである。選定困難事
案の定義は，「救急搬送患者の受け入れ照会回
数が 4 回以上の事案」である。アウトカムとし
て周産期における選定困難事案の発生割合を用
いた。選定困難事案の搬送は広域に行われると
考えられるため，都道府県単位の分析とした。
　説明変数として，2020年度病床機能報告より
診療所での分娩割合を算出した。
　調整変数として，周産期搬送されると考えら
れる人口を反映した15～49歳の女性人口割合と，
またこれまでの研究から10）11），救急搬送受け入
れ困難理由として挙げられたMFICU, NICU病
床不足や，そもそもの受け皿となる医療機関数
を反映させるため，われわれは救急搬送受け入
れ側の医療資源に焦点を当て，各都道府県の
MFICUとNICUの病床数，周産期センター数を
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用いた。15～49歳の女性人口割合は2020年度の
住民基本台帳14）の結果を用いた。分娩数，分娩
施設数は，2020年度病床機能報告15）の調査の結
果を用いた。病床機能報告は，病床を有する医
療施設が毎年報告を義務づけられている調査で
あり，厚生労働省がデータベース化したもので，
医療機能に関する140項目以上が含まれている。
MFICUとNICUの病床数は，2020年医療施設調
査16）の結果を用いた。医療施設調査は，すべて
の医療機関が毎年報告を義務づけられている調
査である。この調査は，各地域の医療施設数，
病床数，専門医数の傾向を把握することを目的
としている。周産期センターと診療所の病床数
は，1,000分娩当たりを算出した。
　最初に，pearsonの相関係数を用い，選定困
難事案の発生割合と診療所での分娩割合，15～
49歳の女性人口割合の相関を求めた。次に，各
変数と選定困難事案の発生割合の単変量回帰分
析を行った。最後に重回帰分析を行った。統計
解析にはEZR ver.1.61を用いた17）。ｐ値が0.05
未満の場合に有意差があるとみなした。
　使用したデータセットはすべてオープンデー
タを使用したため，倫理的配慮を必要としな
かった。

Ⅲ　結　　　果

　表 1は，47都道府県の選定困難事案の基本統
計量である。総周産期救急搬送人員のうち転院
搬送を除く周産期救急搬送人員が占める割合は
平均34.1％（±8.1％）であった。選定困難事
案の発生割合の平均は2.1％（±1.9％）であっ
た。また，表 2には，説明変数の指標の基本統
計量を示した。
　図 １には選定困難事案の発生割合と診療所で
の分娩割合との分布および相関分析の結果を示
した。相関係数は負であったが（ｒ＝－0.20），
有意ではなかった（ｐ＝0.19）。なお図 2には，
選定困難事案の発生割合と15～49歳の女性人口
割合との相関結果を示した。有意な正の相関を
示しており（ｒ＝－0.52，ｐ＜0.01），また地
域でみると，東京，大阪等の都市部で女性人口
割合が高く，選定困難事案の発生割合も高いこ
とがわかった。
　表 3は，単変量回帰分析の結果を示した。単
変量回帰分析では，診療所での分娩割合とアウ
トカムの間に有意な関連はみられなかった。し
かし，15～49歳の女性人口割合，周産期セン
ター数，MFICUとNICUの病床数を調整変数と

表 1　47都道府県における周産期搬送における救急搬送先選定困難事案の基本統計量
平均値±標準偏差 中央値 四分位範囲 範囲（最小-最大）

総周産期救急搬送人員（人） 4 255.4±4 355.8 2 688 1 429.5–4 123.5 793-200 003
Ａ．転院搬送を除く周産期救急搬送人員（人） 1 559.7±1 852.4 891 400.5-1 664.5 233.0-8 102.0
総周産期救急搬送人員のうち転院搬送を除く
周産期救急搬送人員が占める割合（％）

34.1±8.1 34.9 30.4–39.0 17.6–54.1

Ｂ．救急搬送先選定困難事案数（件） 55.7±146.2 15 4.5-33.0 1.0-966.0

総周産期救急搬送人員における救急搬送先選
定困難事案の発生割合（Ｂ／Ａ＊100）（％）

2.1±1.9 1.8 0.9-2.8 0.2-12.0

表 2　47都道府県における救急搬送先選定困難事案に関連すると考えられる指標の基本統計量
平均値±標準偏差 中央値 四分位範囲 範囲（最小-最大）

15～49歳の女性人口割合（％） 19.0±1.3 18.9 18.2-19.9 16.1-23.3
分娩数（月ごと） 1 441.1±1 400.5 998 613.5-1 413.0 349-6 827
周産期センター数（分娩数1000対） 7.0±3.1 6.3 4.8-8.0 2.9-15.9
MFICU病床数（分娩数1000対） 11.9±6.1 12.8 7.9-16.1 0.0-26.3
NICU病床数（分娩数1000対） 49.6±12.1 47.5 43.5-59.0 15.6-83.8
周産期センターにおける分娩割合（％） 29.1±11.6 26.7 19.4-36.8 11.8-57.3
有床診療所における分娩割合（％） 45.6±12.4 44.8 37.7-54.7 21.8-71.3
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して重回帰分析を実行した結果
（表 4）では，15～49歳の女性人
口の割合で有意な正の関連（回帰
係数＝0.63，ｐ＜0.01），診療所
での分娩割合と負の関連（回帰係
数＝－0.05，ｐ＝0.02）が示され
た。

Ⅳ　考　　　察

　選定困難事案の発生割合は診療
所での分娩割合と負の関連がある
ことがわかった。これまでの研究
では，診療所での分娩割合が高い地域ほどセン
ター産科医の勤務時間が短いことが報告されて
おり10），今回の結果は診療所でリスクの低い分
娩を取り扱うことで，センターの負担が減り，
救急搬送を受け入れやすくなることを示してい
る可能性が考えられるかもしれない。
　また，15～49歳の女性人口割合は，選定困難
事案の発生割合と正の関連があった。これは，
搬送される人口が多い場合，まず搬送数が増え，
選定困難事案も増加することを示している。一
般救急搬送に関する先行研究でも，救急搬送数
は都市部で多く，総搬送数と選定困難事案に相
関関係があることが報告されている8）。また，
分娩数は都市部で多く，周産期センターの数も
多くなる反面，センター施設間の距離もそれほ
ど離れていないため，選定困難事案が発生しや
すいのではないかとの考察もあり9），今回の結
果も同様であると考えられた。

　先行研究では，選定困難事案の中で多い症例
として，定期妊婦検診を受けていない，いわゆ
る「未受診妊婦」が挙げられている18）19）。検査
を受けていない妊婦は，医学的リスクにさらさ
れる可能性がある。たとえば，不十分な母体管
理や感染症検査の失敗による産科合併症などで
ある。また，医療費の未払いなど，経済的なリ
スクも抱えている。そのため，選定困難事案に
なる可能性が高くなると報告されている20）。周
産期救急搬送体制を改善していく中で，未受診
妊婦を減らしていく政策も考えなければならな
い。未受診妊婦の実態把握や課題を明らかにし，
医療，保健福祉，教育などの組織の枠を超えて，
支援策を検討していくことが必要である。
　本研究の限界としては，第一に用いた選定困
難事案の割合のデータには，医療機関から医療
機関への転院搬送が含まれていないということ
である。そのため，早産期前期破水を含む切迫

図 1　救急搬送先選定困難事案の発生割合と診療所での
分娩割合の関連　　　　　　　　　　　　

r＝－0.20，95%Cl －0.46‒0.10，p＝0.19
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図 2　救急搬送先選定困難事案の発生割合と15～49歳の
女性人口割合の関連　　　　　　　　　　
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表 3　救急搬送先選定困難事案の発生割合（％）との単変量回帰分析の結果
回帰係数 95％信頼区間 ｐ値

15～49歳の女性人口割合（％） 0.76 0.38–1.13 0.0001
周産期センター数（分娩数1000対） -0.19 -0.36 0.04
MFICU病床数（分娩数1000対） 0.08 -0.19 0.11
NICU病床数（分娩数1000対） 0.01 -0.04–0.05 0.79
有床診療所における分娩割合（％） -0.03 -0.08–0.02 0.19

表 4　救急搬送先選定困難事案の発生割合（％）の重回帰分析の結果
回帰係数 95％信頼区間 ｐ値 Vif.

15～49歳の女性人口割合（％） 0.63 0.24-1.03 ＜0.01 1.21
周産期センター数（分娩数1000対） -0.15 -0.35 0.08 1.28
MFICU病床数（分娩数1000対） 0.03 -0.16 0.45 1.07
NICU病床数（分娩数1000対） -0.01 -0.08 0.65 1.03
有床診療所における分娩割合（％） -0.05 -0.08 0.02 1.14

注　Vif：Variance Inflation Factor（分散拡大要因）
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早産の施設間搬送や出産前後に医療機関で発生
する産科イベント（大量出血，羊水塞栓など）
の搬送は含まれておらず，救急搬送事案数が過
小評価されている可能性がある。しかし，妊産
婦死亡のうち初発症状の発生場所は， 3 分の 1
は医療機関以外で発生している21）。日本では，
2010年から2020年にかけて，妊産婦死亡原因の
2 割以上を脳血管疾患と循環器疾患が占めてい
た20）。これらのイベントは分娩施設外で発生す
る可能性がある。また今回の結果より総周産期
救急搬送のうち転院搬送以外の救急搬送は全体
の 3 分の 1 を占めており，本研究では限界はあ
るものの，ある程度の状況をとらえていると考
える。
　第二に，選定困難事案となった症例の緊急度
が真に高かったかどうか個々の症例を評価する
ことはできなかった。今後の研究ではそのよう
な評価を含める必要がある。

Ⅴ　結　　　語

　本研究では，選定困難事案の発生割合と診療
所での分娩割合の関連をみた結果，負の関連を
認めた。周産期救急搬送体制の中で，周産期セ
ンターが中心的な役割を果たさなければならな
いため，平時からセンターが受け入れをしやす
い体制を整えていく必要がある。その解決策と
して，既存の診療所を利用することも有用かも
しれない。
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